
脱炭素化を主流化するために
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長年環境行政に携わるとともに、東日本大震災後は、原子力規制組織の
設立・運営、福島の復興にも関わってきました。そんな視点から、今日の
脱炭素（２０５０年CN:カーボンニュートラル）の動きを見てみたいと思
います。

国内外の脱炭素化の動きをスケッチし、我が国としてこれから何が必要
かについて論じたいと思います。

また、気候変動問題は、途上国も含めて地球規模で取り組まねばならな
い課題です。日本等先進国だけが脱炭素を実現しても問題の解決にはなり
ません。どのような取組みが必要か問題提起と大学への期待についても議
論させていただければ、幸いです。
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環境行政５０年の流れ概観

東日本大震災、東電福島第一原子力発電所事
故の発生 福島の再生を環境省が担当

廃棄物行政の移管、
環境省の誕生

原子力規制員会の環境省への移管。
独立性の高い委員会として発足
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脱炭素化 これまでの動き

・２０１５年がターニングポイント

・２０５０CNの動き 世界の動き



世界各国が一斉に２０５０CN（カーボン
ニュートラル）を表明

パリ協定の採択・発効 気候変動対応は成長エンジン

IPCC1.5℃特別報告書による強烈な危機感



世界各国の動き



２０１５年が転機

パリ協定採択。各国の長期目標や各国の政策自体が脱炭素投資や技術

革新を誘発する機会に。

SDGｓが決定。「環境・経済・社会問題の同時解決」がコンセプト

TCFDが発足。TCFDは、２０１７年、報告書を出し、全ての企業に

対し、気候関連リスク・機会を評価し、経営戦略・リスクマネジメ

ントへ反映、財務上の影響を把握、開示することを求めた。

ＥＳＧ投資の加速へ



（①貧困） （②飢餓） （③保健） （④教育） （⑤ジェンダー）（⑥水・衛生）

（⑦エネルギー）（⑧成長・雇用）（⑨イノベーション）（⑩不平等） （⑪都市）（⑫生産・消費）

（⑬気候変動）（⑭海洋資源）（⑮陸上資源） （⑯平和） （⑰実施手段）

ロゴ：国連広報センター作成

持続可能な開発目標（SDGs）

「このままでは世界が立ち行かない」という国際社会の強い危機感も背景に、2015年9月、国連持続
可能な開発サミットで採択。

▶ SDGsの17のゴール



「持続的発展」の意味の進化

目 標

環境と経済の両立

経済発展 経済発展だけでは究極目標達成に限界

（ＳＤＧｓ）環境・経済・社会問題の同時解決

生活の質を高める成長（究極目標は万人の幸せ）



２０１５年 パリ協定採択

枠組条約→京都議定書→パリ協定
１９９２年 １９９７年 ２０１５年



パリ協定
途上国も含めて参画。

法的拘束力を持って２度目標に向かうコンセンサスを形成。

・基本はボトムアップ型（目標は各国が自主的にコミット）

・算定報告・検証（MRV）は義務←ここが法的拘束力

＋

・グローバルストックテイク・・・２度目標に向けて

各国の自主目標（ＮＤＣ）を５年ごとに見直し。より高みに。

ボトムアップ＋トップダウンの

ハイブリッド型と評される



TCFDの活動

これまで、民間・NGOベースでの動きであったものが、政府の動きにつながっ
ていった。その最初が、2015年のＧ20財務大臣・中央銀行総裁会議



気候変動対応が企業価値を左右する

➢ 2015年、Ｇ20の財務大臣・中央銀行総裁が、「低炭素経済への移行に伴う、GHG排出量の大きい金融資産の再評価リスク等
が、金融システムの安定を損なう恐れ」とスピーチ

➢ 同時に、サブプライムローンのようにいつか爆発する可能性を言及

➢ 企業によっては気候変動により企業価値が減少するリスクが非常に大きいことを示した

金融システムの安定性の観点から、気候変動の３つのリスクを指摘

◆ 物理的リスク：気象事象による財物損壊、サプライチェーンの中断等のリスク

◆ 賠償責任リスク：気候変動による損失についての賠償責任を問われるリスク

◆ 移行リスク：低炭素経済への移行に伴い、GHG排出量の大きい金融資産の再評価によりもたらされるリスク

金融安定理事会（FSB）議長・英国中央銀行総裁
（Mark Carney）によるスピーチ（2015年９月）

気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)の設置へ



気候関連リスク 気候関連機会

財務上の影響の把握

経営戦略
リスクマネジメントへの反映

財務報告書等での開示

TCFDは、全ての企業に対し、①目標等の気候シナリオを用いて、②自社の気候関連リスク・機会
を評価し、③経営戦略・リスクマネジメントへ反映、④その財務上の影響を把握④開示することを
求めている

気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)
FSB Task Force on Climate-related Financial Disclosures

G20財務大臣・中央銀行総裁からの要請を受け、金融安定理事会(FSB)の下に設置。

2017年6月に自主的な情報開示のあり方に関する提言(TCFD報告書)を公表



脱炭素化の動き その原動力その１
それぞれが持つ危機感



なぜこのように脱炭素に向かうのか
それぞれの危機感は違う

国連 世界の安定 環境・経済・社会問題の同時解決

国際金融 経済システムが壊れるという恐怖感

各国 安全保障の確保、先行者利益（ＥＵ、中国）

石油依存からの脱却（サウジ）

長期投資家 長期利益の棄損回避

事業企業 企業の基盤に関わるリスク回避

ピンチをチャンスに バスに乗り遅れるな





「気候変動リスク等に関する金融当局ネットワーク（ＮＧＦ
Ｓ）」（全世界の中央銀行や金融監視当局で構成する組織。日本
の日銀、金融庁も参加）のレポート

温暖化の対策が遅れると２１００年までに最大
２５％のＧＮＰが消失

各国の中央銀行や金融当局の危機感



（短期的利益上も有効）
←気候変動などの社会的リスクは企業経営にとっても目の前
のリスクであり、短期的な利益確保上も無視できない。また、
先行して対処することでチャンスにもなる。

（長期安定経営に重要）
←非常に不安定不透明な経済・社会環境の中、気候変動などの様々な社会的リスクに備えることが「持
続的経営」の観点から必要である。
（企業経営の効率化・向上に有効）
←SDGｓ等を指針として経営することが、社員の士気やモラルを高め、ガバナンスの向上、生産性の向
上につながる。企業理念にマッチしている。

（評判の悪化による経営リスクの回避）
←企業の評判。インターネット、SNSの台頭で、企業はより多くの説明責任を負うこととなり、企業経営者
は他人への迷惑（たとえば環境影響）をへらすことを強く意識するように。

（やむを得ざる参加）
←政府や経営者団体、中央銀行や生保・損保・年金基金等の長期投資家は大きな危機感。

各企業もこうした動きに足並みをそろえてそのゲームに参加せざるをえない。サプライチェーンを通じ
た圧力もある。

今、多くの事業会社が
ココに着目



脱炭素化の動き その原動力その２
ＶＵＣＡ時代の企業評価への活用

〇時代背景 ＶＵＣＡの時代への対応

〇企業評価＝「サステイナビリティ」が重要な要素 非財務価値のウエイト大

ＳＤＧｓ、ＥＳＧと脱炭素経営（ＴＣＦＤ）の関係―サンプルチェック



もう一つの理由として考えられるのは、
「企業の見えない価値が拡大している」から

企業の「見えない価値」（非財務資本）の割合がますます増加する中で、
サステイナビリティ、SDGｓ等への取組が大きく評価されるように。

アメリカのS＆Pでは１９８５年の企業価値全体に占める無形資産の割合
３２％、９５年に６８％、２０１５年には８７％に。（伊藤邦雄一橋大学CFO教育

研究センター長）

TCFDが企業に対して気候変動のリスク・機会を評価することを求めるのは、
「気候変動によるリスクが高まってきて無視することができないから」

というのが正面の理由



ＰＢＲ（株価純
資産倍率）

株価を一株当た
りの純資産（会
計上の簿価）で
割ったもの。
その企業の成長
性を分析する指
標の一つ。



プライム上場の要件となっているTCFD開示のポイント

TCFDは単に温暖化リスクを分析する枠組みでなく、企業が、リスクを把握し評価
して、経営戦略とリスク管理に反映させ、財務上の影響をだし、かつそれらを開示
することを求める。

投資家は、「検討の体制」や「開示の能力」も含めて企業を評価し、企業の非財務
資産も含めた総合的な価値を見ることとなる。機関投資家の多くが、機関投資家は
TCFDをESG情報開示で最も信頼できる枠組みと考えている。

開示４項目・・・「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」

「戦略」・・・リスク・機会の洗い出し、シナリオ設定、影響評価、対策設定



「戦略」シナリオ分析の例
気候関連のリスク・機会（ビジネスのチャンス）を把握して経営戦略に組み入れる作業

リスクと機会を定量的に洗い出し、対策を打ち出すのが「戦略」
移行リスク・・例えば炭素税など気候変動政策による影響
物理的リスク・・例えば、増加する災害による影響
機会・・例えば脱炭素に貢献する製品市場が広がること等
＊炭素税の影響計算では、１．５度シナリオの場合、先進国の炭素価格が
２０５０年時点で２８５００円CO２トンと想定されている。

開
示



企業の気候変動対応評価（TCFDなど）は、
「企業のSDGｓ、ESG対応」「企業の非財務資本」の

サンプルチェックでもある



ＳDGs

• ES

ＳDGs ESG と TCFD

SDGｓ ＳＤＧｓ

ESG Environment + Society Goverance

環境 社会 企業統治

TCFD 適合性を「サンプル」チェック

VUCAの時代と呼ばれる今日、先行き不透明な中で企業を的確に評価するには、社会の様々なリスクに対応できる
か、体制が整ってるかを評価する必要があるが、そうした見えない価値を評価する最も便利な手法がTCFD



投資家
金融機関

ESG
投資家
金融機関

SDGｓに取り組む
企業

長期的視点の
ESG投融資

TCFDの提言がベースになってESG投資の伸長のシステムが完成

ESG情報
開示と対話

￥

TCFDは、企業に、気
候関連リスク・機会
の評価、経営戦略・
リスクマネジメント
へ反映、財務上の影
響の把握、開示を求
めている。



「システム」としてより強化される動き



非財務情報（ＥＳＧ情報等）の公開義務化の動き

ＥＵ・・２０１４年 ５００人以上の企業に情報開示義務付け
（２０１６年導入）

イギリス・・２０１３年 会社法改正 戦略報告書の中で
ＥＳＧ情報を記載

台湾・・台湾証券取引所が２０１７年から上場企業に義務化

その他・・インド、マレーシア、オーストラリア等

（日本でも検討中 有価証券報告への記載を義務付ける非財務情報の
対象について２２年秋ごろに示し、来年度からの開示を義務づけると
岸田総理明言。（２０２２年７月２５日））



ESG評価基準の統一化の動き

• IFRS財団傘下のISSB（サステイナビリティ基準審議会）は、
２２年中にスコープ３まで含めた排出量の開示基準を策定する
見込み



日本はどう取り組むべきか



これまでの取組



菅首相の所信表明演説（抄）２０２０年１０月２６日

三 グリーン社会の実現

わが国は、２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする、すなわち２０５０年カーボンニュートラル、脱

炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言。

もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積

極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革をも

たらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。





２０１３年度の排出量は約１４．１億トン。２０１９年度は１０．３億トン（△３．８億トン）。
２０１９年度から２０３０年度までに減らす必要があるのは、２．７億トン。



グリーン成長戦略
（技術のイノベーションに着目した取組）

地域（フィールド）に着目した取組み
地域脱炭素ロードマップ

２本の柱での取り組み



グリーン成長戦略
（技術のイノベーションに着目した取組）



技術イノベーションのターゲット

〇１４の重点分野について課題と対応策

エネルギー・・・洋上風力、アンモニア、水素、原子力

家庭・生活・・・住宅、資源循環、ライフスタイル

輸送・製造業・・自動車・蓄電池、半導体・情報通信、

船舶、物流、食料・農林水産、航空機、

カーボンリサイクル



（エネルギー構成 高い目標）
・２０５０年に発電量の約５０―６０％を再生可能エネルギー。
・１０％程度を水素・アンモニア発電、
・３０―４０％程度を原子力やＣＣＵＳ付きの火力発電で。

（技術イノベーションの対象を明示）
・１４の重点分野について課題と対応策

（経済効果を示す）
・２０５０年 ２９０兆円、１８００万人の雇用

（ポイント）



技術開発支援基金（２兆円）

• エネルギー転換部門の変革や製造業等の産業部門の転換を図る
ため、革新的技術の開発や社会実装を目指す。

• 「具体的な目標年限とターゲットへのコミットメント」を示す
企業の野心的研究を１０年間継続して支援。





地域（フィールド）に着目した取組み
地域脱炭素ロードマップ



地域の再生可能エネルギーの活用等による地域経済への効果

エネルギー輸入

支払い

食料品, …

原料品, 5, …

鉱物性燃料, …

化学製品, …

原料別…一般機…

電気機

器, 12.3, 

15%

輸送用…

その…

財務省貿易統計2018

エネルギー提供

収入雇用

日本全体で約17兆円/年(2019年)の流出

9割の自治体で、エネルギー収支が赤字

地域でお金が回る仕組み



地域にある資源、再生可能エネルギーの活用は
本来、地域経済へのプラスの効果がある

エネルギー代金、日本全体で約17兆円/年(2019年)の流出（日本の損失）

9割の自治体で、エネルギー収支が赤字（地域の損失）

地域の再生可能エネルギーの活用→地域でお金が回る仕組みを作ることに
地域活性化のチャンス



北海道 山形県 茨城県 埼玉県 東京都 新潟県 山梨県 長野県 三重県 兵庫県 広島県 佐賀県

　古平町 　東根市 　水戸市 　秩父市 　葛飾区 　佐渡市 　南アルプス市 　白馬村 　志摩市 　明石市 　尾道市 　武雄市

　札幌市 　米沢市 　土浦市 　さいたま市 　多摩市 　粟島浦村 　甲斐市 　池田町 　南伊勢町 　神戸市 　広島市 　佐賀市

　ニセコ町 　山形市 　古河市 　所沢市 　世田谷区 　妙高市 　笛吹市 　小谷村 　桑名市 　西宮市 　大崎上島町 熊本県

　石狩市 　朝日町 　結城市 　深谷市 　豊島区 　十日町市 　上野原市 　軽井沢町 　多気町 　姫路市 香川県 　熊本市

　稚内市 　高畠町 　常総市 　小川町 　武蔵野市 　新潟市 　中央市 　立科町 　明和町 　加西市 　善通寺市 　菊池市

　釧路市 　庄内町 　高萩市 　飯能市 　調布市 　柏崎市 　市川三郷町 　南箕輪村 　大台町 　豊岡市 　高松市 　宇土市

　厚岸町 　飯豊町 　北茨城市 　狭山市 　足立区 　津南町 　富士川町 　佐久市 　大紀町 奈良県 　東かがわ市 　宇城市

　喜茂別町 　南陽市 　牛久市 　入間市 　国立市 富山県 　昭和町 　小諸市 　紀北町 　生駒市 　丸亀市 　阿蘇市

　鹿追町 　川西町 　鹿嶋市 　日高市 　港区 　魚津市 　北杜市 　東御市 　度会町 　天理市 愛媛県 　合志市

　羅臼町 　鶴岡市 　潮来市 　春日部市 　狛江市 　南砺市 　甲府市 　松本市 滋賀県 　三郷町 　松山市 　美里町

　富良野市 　尾花沢市 　守谷市 　久喜市 　中央区 　立山町 　富士吉田市 　上田市 　湖南市 和歌山県 高知県 　玉東町

　当別町 福島県 　常陸大宮市 　越谷市 神奈川県 　富山市 　都留市 　高森町 京都府 　那智勝浦町 　四万十市 　大津町

岩手県 　郡山市 　那珂市 　草加市 　横浜市 石川県 　山梨市 　伊那市 　京都市 鳥取県 　宿毛市 　菊陽町

　久慈市 　大熊町 　筑西市 　三郷市 　小田原市 　加賀市 　大月市 　飯田市 　与謝野町 　北栄町 　南国市 　高森町

　二戸市 　浪江町 　坂東市 　吉川市 　鎌倉市 　金沢市 　韮崎市 静岡県 　宮津市 　南部町 福岡県 　西原村

　葛巻町 　福島市 　桜川市 　八潮市 　川崎市 　白山市 　甲州市 　御殿場市 　大山崎町 　米子市 　大木町 　南阿蘇村

　普代村 　広野町 　つくばみらい市 　松伏町 　開成町 福井県 　早川町 　浜松市 　京丹後市 　鳥取市 　福岡市 　御船町

　軽米町 　楢葉町 　小美玉市 　川越市 　三浦市 　坂井市 　身延町 　静岡市 　京田辺市 　境港市 　北九州市 　嘉島町

　野田村 　本宮市 　茨城町 　本庄市 　相模原市 　福井市 　南部町 　牧之原市 　亀岡市 　日南町 　久留米市 　益城町

　九戸村 栃木県 　城里町 千葉県 　横須賀市 　大野市 　道志村 　富士宮市 　福知山市 島根県 　大野城市 　甲佐町

　洋野町 　那須塩原市 　東海村 　山武市 　藤沢市 　西桂町 　御前崎市 大阪府 　松江市 　鞍手町 　山都町

　一戸町 　大田原市 　五霞町 　野田市 　厚木市 　忍野村 　藤枝市 　枚方市 　邑南町 長崎県 　荒尾市

　八幡平市 　那須烏山市 　境町 　我孫子市 　秦野市 　山中湖村 　焼津市 　東大阪市 　美郷町 　平戸市 大分県

　宮古市 　那須町 　取手市 　浦安市 　葉山町 　鳴沢村 　伊豆の国市 　泉大津市 岡山県 　五島市 　大分市

　一関市 　那珂川町 　下妻市 　四街道市 　茅ヶ崎市 　富士河口湖町 　島田市 　大阪市 　真庭市 　長崎市 宮崎県

　紫波町 　鹿沼市 　ひたちなか市 　千葉市 　寒川町 　小菅村 　富士市 　阪南市 　岡山市 　長与町 　串間市

宮城県 群馬県 　笠間市 　成田市 　真鶴町 　丹波山村 愛知県 　豊中市 　津山市 　時津町 鹿児島県

　気仙沼市 　太田市 　八千代市 　松田町 岐阜県 　豊田市 　吹田市 　玉野市 　鹿児島市

　富谷市 　藤岡市 　木更津市 　大垣市 　みよし市 　高石市 　総社市 　知名町

　美里町 　神流町 　銚子市 　郡上市 　半田市 　能勢町 　備前市 　指宿市

　仙台市 　みなかみ町 　船橋市 　羽島市 　岡崎市 　河内長野市 　瀬戸内市 沖縄県

秋田県 　大泉町 　中津川市 　大府市 　堺市 　赤磐市 　久米島町

　大館市 　館林市 　田原市 　八尾市 　和気町 　竹富町

　大潟村 　嬬恋村 　武豊町 　和泉市 　早島町

　上野村 　犬山市 　久米南町

　千代田町 　蒲郡市 　美咲町

　前橋市 　吉備中央町

◼384自治体（40都道府県、225市、６特別区、94町、19村）が「2050
年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。 2021年5月6日時点
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地域脱炭素化ロードマップ



住生活エリア 住宅街・団地

ビジネス・商業エリア 中心市街地（大都市、地方都市）、大学キャンパスなど

自然エリア 農山村、漁村、離島、観光エリア・国立公園

施設群 公的施設群等

脱炭素先行地域づくり事業

地域脱炭素ロードマップに基づき、少なくとも100か所の地域で

2030年度までに実行

多様なエリアで、地域課題の解決、暮らしの質の向上を脱炭素で実現する方向性を示す。



支援策その１ 地域脱炭素移行・再エネ推
進交付金

支援策その２ 地方創生推進交付金等
（内閣府・一般会計）等

支援策その３ 民間投資の促進のための
ファンドの創設



モデル地域の例 長野県松本市
～のりくら高原「ゼロカーボンパーク」～

⚫乗鞍高原地区の各施設の屋根等を活用した太陽光導入のほか、
地域主導・地域共生型の小水力発電施設の導入により脱炭素化
し、地域課題を解決

⚫薪ストーブ燃料（木質バイオマ
ス熱利用）の木材加工・供給
等の取組を、地元の協議会の
サポートの下、地域ビジネスとし
て事業化

乗鞍高原



⚫耕作放棄地において、ソーラーシェアリングを実施するとともに、
AI・IoTを実装した環境配慮型栽培ハウス(空調等に省CO2設備
導入・リユース単管パイプ等)を導入し、公共施設等を脱炭素化する
ことで、農福連携等を推進

モデル地域の例 滋賀県米原市・滋賀県
～ECO VILLAGE構想～

環境配慮型栽培ハウスのイメージ



日本の目指す大きな方向性

・マクロには第二の石油たる水素等のエネルギーへの転換

・ミクロには地域ローカルで循環（シュタットベルゲ方式）

ー地域課題の解決をエネルギー・資源循環でー

「デジタル化された再生可能エネルギーを主力とする分散型供給システムへの転換」

（京大 森晶寿准教授）



先進事例 ドイツ シュタットベルゲ
エネルギーの地産地消で力をつけて地域課題の解決に

• シュタットベルケ・・・ドイツ語で「町の事業」という意味

• 多くのシュタットベルケが本業とする電力事業は、2016年の段階で、合計

発電能力が約３万メガワット。ドイツ国内の発電設備容量の約２２%に匹敵

する容量。

• エネルギー事業、上下水道の他に、廃棄物処理、交通サービス、温水プール、

カルチャースクールといった、地域生活の向上に必要な事業を一手に。

• 他にも、学校や幼稚園、インターネット、図書館、劇場、博物館、病院、ケ

アホーム、避難所、消防、救急救命、といった、生活を幅広くサポートする

サービスを提供するところも。



これから必要となる取組
ー「他国」と「過去」を参考に―

・他国の例 ＥＵ（グリーンディール、タクソノミー、サーキュラーエコノミー）

中国（世界に勝てるビジネス育成、ＥＵとの連携模索）

・日本の過去の取組の例 公害国会（規制法、補償法等）

マスキー法規制（規制と技術開発）

石炭から石油への転換



他国に学ぶ

EUの「ゲームメイキング」能力



欧州の環境政策（欧州グリーン・ディール）

・温室効果ガスの削減目標 2030年に1990年比５５％削減（従来目標は４０％）

・対象産業 輸送、エネルギーを含むすべて

・投資 年2600億ユーロ（GDP比１．５％）
欧州ではすでに環境関連は公共投資の柱。欧州投資銀行（EIB）も２１～30年の10年で
一兆ユーロの投資支援方針。また、欧州中央銀行（ECB）は「グリーンQE（量的緩和）」導入（温室
効果ガスの排出削減に積極的な企業の社債購入枠の拡大）

・法制化 欧州気候法

・国境炭素税 2021年の導入を提案（EU外の環境規制の緩い国からの輸入に関税を上乗せする仕組み）

・タクソノミー（持続的経済活動に対するEU独自基準）の導入。機関投資家の資金運用や政府調達に適用



石油とガスは欧州域内にある英領北海の供給が生産の中核を担ってきたが、2000年
以降減少傾向にあり、ロシアからのエネルギー供給量が増加し、域外依存度の上昇
が懸念されている。このため、再エネによるエネルギーの自給と供給先分散に全力。

• エコノミストから転載



EUの本気度と巧みさ

タクソノミー＋非財務情報開示義務化
＋ＥSG基準統合化

脱炭素（CN)と

循環経済（サーキュラーエコノミー：CE)の一体的推進



タクソノミー：環境的に良いか否かを判定するもの

→ ＥＳＧ投資の方向性を誘導、企業の評価・選別

（気候変動分野のタクソノミー）

そのうち気候変動緩和と気候変動適応の２つの環境目的につい
ては、すでに公表されている。

＊ 「６つある環境目的」・・・気候変動・循環・生物多様性等

タクソノミーの威力



→ ＥＳＧ投資の方向性を誘導、企業の評価・選別
＊原子力 天然ガスについては、最近見直しが行われた



「よりクリーンで競争力のあるヨーロッパのための新しい循環
経済行動計画」（２０２２年）

経済成長を促進しながら今後10年間でEUの循環材料使用率を2倍にする
デジタル技術を活用したシェア経済などのモデルによって経済の非物質
化（dematerialization）を進める

サーキュラーエコノミー（CE)

EUにとってＣＥ政策は、欧州グリーンディール政策の中核に位置付け
られている。
エレン・マッカーサー財団によれば、製品政策がＧＨＧの45パーセントを占め、
CE政策を講じることによって、ＧＨＧの39パーセントを削減できるとしている。



Dematerialization
DX＋CE

Digital Transformation＋ Circular Economy 

２０２０年３ 月

「よりクリーンで競争力のあるヨーロッパのための新しい循環経済行動計画」
（ A new Circular Economy Action Plan for a Cleaner and More Competitive Europe）



欧州委員会は2020年12月に「電池と廃電池に関する規則」を提案
現在、欧州議会と理事会で審議。（国内法の整備を経ずに、加盟国ひいては欧州内事業者に直接適用）

〇カーボンフットプリント

〇最低限リサイクル材含有水準

2030年1月1日からの電池におけるリサイクル含有量（コバルト12％、鉛85％、リチウム4％、

ニッケル4％）の最低レベルを設定している。2035年1月1日からは、これらのレベルをコバルト20％、

リチウム10％、ニッケル12％に引き上げることとされている。

〇ラベリングと情報（バッテリーパスポート）

〇拡大生産者責任に基づく回収目標と義務

〇リサイクル効率の目標

電池のリサイクル事業者は以下の目標値を達成するものとする。コバルト90％、銅90％、鉛90％、

リチウム35％、ニッケル90％（2026年1月1日までに）コバルト95％、銅95％、鉛95％、リチウ

ム70％、ニッケル95％（2030年1月1日までに）

〇性能と耐久性の基準



資源・エネルギー自立化＝安全保障

デファクトスタンダードで世界を席巻

ＥUの狙い



中国



中国の戦略
経済発展と脱炭素化のシナジー効果を目指す

「３０年までのCO2排出量減少転換の行動計画」（２０２１年１０月）

•再生エネルギー産業の発展産業構造の高度化、戦略
的新興産業の成長

•AI、５G、ビッグデータ解析など次世代デジタル技
術、新素材、EV自動車に重点

•市場メカニズムを活用した脱炭素の加速（排出量取
引制度を２０２１年７月全国で一本化（４５億トン
の炭素排出権をカバー））



タクソノミーで欧州と中国は連携の可能性

昨年11月に公表さ
れた「コモン・グ
ラウンド・タクソ
ノミー」は、将来
は共通性を高めて
いく試み

6業種80経済活動
が対象

この基準がグロー
バルスタンダード
となる可能性あり。

（大和総研政策調査部）



過去に学ぶ
（痛みを伴う対応とその果実）



公害対策の大転換

1970年 公害対策本部設置（本部長：内閣総理大臣）

1970年 「公害国会」で水質汚染防止法、廃棄物処理法等、
14本の法律を一挙に制定・改正。

1971年 環境庁設置
（公害規制、自然保護の業務を集約）

1971年 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律の制定
（公害防止管理者制度の発足）

1972年 大気汚染防止法・水質汚濁防止の改正
（無過失責任の導入）

1973年 公害健康被害補償法の制定

１９７０年、当時の政権与党は、公害対策強化を決断。
短期間のうちに公害規制の強化、行政機関の整備を進めた。



メディア

公害対策大転換の果実

国民世論

地方政府

裁判所

排出規制

設備投資支援
（税制優遇・低利融資）

人材育成・資格制度

研究開発支援
（税制優遇、知財保護）

被害者救済制度

環境行政機関の強化 環境改善

雇用創出

国際競争力強化

技術革新

社会不安の沈静化



アメリカ
1970年「マスキー法」導入（排ガス９割削減を目指す）

“ビッグスリー”反発。規制実施延期を主張し、訴訟、ロビー活動を強力に推進。

1973年にマスキー法は実施延期されるなど紆余曲折

日本

1972年 ホンダCVCC搭載シビックが規制水準クリア。日本の他メーカーも次々と

197８年 日本版マスキー法施行

マスキー法の経験



日本の自動車産業の隆盛



「公正な移行へ」（エネルギー革命の経験）

• 脱炭素化の動きが本格化する中で「公正な移行」が大きな課題。

• ビジネスが交代するなかで、地域の沈滞、失業の増加を防止し
スムーズな移行が必要

• 日本では、１９５０年～６０年代、石炭から石油へのエネル
ギー革命を経験。炭鉱閉山に伴う失業、地域経済の沈滞に対処
するため、石炭六法を制定。新しい産業創出、研修・職業訓練
の実施等を行った。

• 日本の経験として、政府による長期的な救済措置、産業振興策、
地域活性化の取組（地域発の炭鉱の文化的保全等）学ぶべき点
多い。



これからしようとしていること
岸田首相シティ講演、２０２２年骨太の方針

・１５０兆円の民間投資を動かすエンジンとしての２０兆円

・市場を作る力（規制で市場を作る、技術競争力を高める）

・価値観を変える力（カーボン・プライシング）



・さらなる財政出動

・「炭素が物差しになる仕組み」（カーボ
ンプライシング）導入

・規制も含めた強い施策の導入

新たな取り組み（ポイント）



岸田首相 「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会」
（2022年5月19日)

⚫クリーンエネルギー中心の経済・社会、産業構造に転換し、気候変動問題に対
応していくことは、これまでの資本主義の負の側面を克服していく、新しい資本主
義の中核的課題。あわせて、こうした取組は、投資拡大を通じた経済の成長を
実現し、国民生活に裨益するもの。

⚫さらに、ロシアによるウクライナ侵略により、エネルギー安全保障をめぐる環境は一
変。産業革命以来の長期的な化石燃料中心社会から、炭素中立型社会へ転
換するため、少なくとも今後10年間で、官民協調で150兆円超の脱炭素分野
での新たな関連投資を実現していく。

⚫『官も民も』の発想で、今後10年超を見通して、脱炭素に向けた野心的な投資
を前倒しで大胆に行っていくため、政府は、まず、規制・市場設計・政府支援・
金融枠組み・インフラ整備などを包括的に、GX（グリーントランスフォーメーショ
ン）投資のための10年ロードマップとして示す。



⚫今後10年間に150兆円超の投資を実現するため、成長促進と排出抑制をともに最大化す
る効果を持った、成長志向型カーボンプライシング構想を具体化する中で、裏付けとなる将
来の財源を確保しながら20兆円とも言われている必要な政府資金をGX経済移行債（仮
称）で先行して調達し、速やかに投資支援に回していくことと一体で検討していく。

⚫また、規制・支援一体型の投資促進策として、省エネ法などの規制対応、水素・アンモニアな
どの新たなエネルギーや脱炭素電源の導入拡大に向け、新たなスキームを具体化させる。

⚫加えて、企業の排出削減に向けた取組を加速させるためのGXリーグの段階的発展・活用、
民間投資の呼び水として、トランジション・ファイナンスなどの新たな金融手法の活用、アジア・
ゼロエミッション共同体などの国際展開戦略も含め、企業の投資の予見可能性を高められる
よう、具体的なロードマップを示していく。

⚫こうした新たな政策イニシアティブの具体化に向けて、本年夏に官邸に新たに「GX実行会議」
を設置

岸田首相 「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会」
（2022年5月19日)

（続き）



経済財政運営と改革の基本方針 2022 新しい資本主義へ
グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）への投資

•今後 10 年間に150兆円超の投資を実現するため、成長促進と排出抑制・吸収を共に最大化する効果
を持った、「成長志向型カーボンプライシング構想」を具体化し、最大限活用する。 同構想においては、
150 兆円超の官民の投資を先導するために十分な規模の政府資金を、 将来の財源の裏付けをもった

「ＧＸ経済移行債（仮称）」により先行して調達し、複数年度にわたり予見可能な形で、速やかに投資支援
に回していくことと一体で検討していく。

•また、「規制・支援一体型の投資促進策」として、省エネ法などの規制対応、水素・アンモニアなどの新
たなエネルギーや脱炭素電源の導入拡大に向け、新たなスキームを具体化させる。

•加えて、企業の排出削減に向けた取組を加速させるためのＧＸリーグの段階的発展・活用、民間投資
の呼び水として、トランジション・ファイナンスなどの新たな金融手法の活用、アジア・ゼロエミッション共
同体などの国際展開戦略も含め、企業の投資の予見可能性を高められるよう、具体的なロードマップを
示す。

• こうした新たな政策イニシアティブの具体化に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「Ｇ Ｘ実行会議」を設
置し、更に議論を深め、速やかに結論を得る



その１ さらなる財政出動

EUは国境調
整措置の案を
公表（財源
化）

年１００億
ユーロの収入
を想定し、環
境投資に。

米国は、議会
承認に手間
取ってはいる



その２「炭素が物差しになる仕組み」
（カーボンプライシング）導入

炭素税 または/ともに 排出量取引

いずれも、欧米・中国が導入。脱炭素をベースとした経
済を形成するに不可欠



外国の状況

各国では、炭素税の導入は１９９０年代北欧から始まり、欧
米に広がっている。加えて、脱炭素化を加速するため炭素税
を拡充する動きもある。

EUの排出量取引（ＥＵ－ＥＴＳ）は全排出量の ％をカ
バーしている。価格は、現在、おおむね４０ユーロ（CＯ2１
トン当たり 約５２００円）。２０３０年には１００ユーロ
とも予想されている。

最近の動き 中国は、排出量取引を昨年７月から全国統一
ルールで。上海に取引所（上海環境能源交易所）を設置。対
象は発電事業者（排出量 ４０億トンCO2）。今後対象を製
鉄，化学などの業種に拡大予定。



「炭素が物差しになる仕組み」
限界削減費用
円/t-CO2

削減ポテンシャル

削減コストがマイナスにもかか
わらず実施されていない対策

削減コストが比較的低い対策

削減コストが比較的高い対策

需要家が直面している
価格

下記＋ある時点の明示
的炭素価格

炭素を物差しに



その３ 規制も含めた強い施策の導入 例

改正建築物省エネ法（脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー
消費性能の向上に関する法律）が今年の通常国会で成立

２０２５年度に全ての住宅・建築物に対して、省エネ基準への適合を義務
付けることが柱。

＊現行法では、延べ床面積300㎡以上の中規模・大規模建築物（非住宅）までが、省エネ基
準への適合義務対象となっておりますが、2025年度以降からは、小規模建築物（非住宅）や
住宅についても対象。

新築については、３０年にＺＥＨ・ＺＥＢ（ゼロ・エネルギー・ハウス／
ビル）水準、５０年にはストック平均でＺＥＨ・ＺＥＢ水準の省エネ性能が
確保されている状態を目指す。



さらに、日本が忘れてはいけないこと
日本だけが脱炭素を実現しても問題の解決にならない

・そうした観点から必要なこと

トランジションとアライアンス（炭素大量排出産業、途上国を巻き込む）

・日本の立ち位置から考えると―経済安全保障の観点から東南アジア・豪州等との連携大事



EUタクソノミーは、民間資金（公的資金
の１０倍以上の規模）を誘導する手段とし
て有効な新しい手法

タクソノミーは、投資や企業を評価するも
のさし。この物差しに応じた取り組みをし
ているかどうか情報開示の義務化とセット
で評価。民間資金も含めた大きな流れ。

一方、ＥＵのタクソノミーは、二元的、途
上国などが追随できない結果、ＥＵの一人
勝ち、という批判も

EUタクソノミーに対する見方



地球温暖化という地球規模の対策には「途上国」の参画が不可欠であり、途

上国もたどることができる発展プロセスが必要。

また、「ＣO２を多く出す産業」が円滑に移行できるような仕組みが必要。

・２０５０年カーボン・ニュートラルから逆算（バックキャスト）し、「移行（トランジ

ション） →目標達成」の道行を明確に

・必要な技術開発・制度整備、社会実装のタイムスケジュールを明確に

・施策を集中投入して確実に実施

日本版タクソノミー
キーワード トランジションとアライアンス



途上国の排出量の今後



トランジション



鉄鋼分野でのトランジション

グリーンイノベー

ション推進会議での

経済産業省提出資料

例 バックキャストしてタイムスケジュールを定める試み



日本は誰よ仲良くすべきか

オーストラリアは天然ガス豊
富。CCSの候補地。
また広大な国土で再生エネル
ギーの生産、植林によるつ吸
収源の増を目指している。
また、天然ガスを改質＋CCS

によるブルー水素の生産、再
エネを活用したグリーン水素
の生産の有望地でもある



大学に期待すること

・様々な研究開発需要への対応 例 グリーンＧＤＰ（仮称）などの研究・整備

・日本の潜在的技術開発力の顕在化 （ＧPＩＦレポート）

・学の力で、途上国を巻き込む仕組みづくり

CDM REDD＋ CBAMの国際化、学のネットワーク

・政策の統合・・・循環、CE CNの統合、開発政策、金融政策、産業振興政策、地域政策のグリーン化

・科学によることのスタンスの堅持



イノベーションの必要性
単に「投資が行われれるから」成長するわけではない



２度シナリオの場
合、国内株式の資
産価値は１１．
２％増、外国株式
は７．５％の減
との結果。

日本の企業は機会
先進国。



日本の脱炭素の特許技術

水素や太陽電池など脱炭素に貢献する38の技術を選び、多くの
国がカーボンニュートラルをめざす50年時点で、それぞれの技
術が二酸化炭素（CO2）などを減らす能力を推定。企業が持つ
関連の特許の質や権利の残存期間などから評価したスコアも算
出し、それらをかけ合わせたものを算出し順位づけたもの。

データ解析企業のアスタミューゼ（東京・千代
田）は世界の主要企業が持つ脱炭素の技術や特
許の価値を分析し、2050年時点で期待される炭
素削減の規模からランキングを作った。上位10
社中、日本企業は5社が入り最多だった。

2021年11月5日 日本経済新聞記事



「 CBAM 」（国境炭素調整措置）

炭素国境調整は、国内
と国外の炭素価格の差
を埋めて、自国から他
国への「炭素リーケー
ジ（排出の漏洩）」を
防ぐことを目的とする
措置



政策統合の必要性
日本のGHG排出量のうち、鉄鋼業、化学業など「資源循環が貢献できる余地がある

部門」の排出量は2020年度について36％と推定（環境省 ２０２２年推計）

「脱炭素（CN）」「資源循環（CE）」 「デジタル化（DX）」

を組み合わせてより効率的な脱炭素化を

カーボン
ニュートラ
ル（CN)

デジタル
トランス
フォーメー
ション
（DX)

サーキュ
ラー

エコノミー

（CE)



「科学によることの大事さ」の堅持



温暖化問題に目を背ける理由

〇死活問題

• 生活死活問題、代替不可 生活のためには電力が必要。

• 経営死活問題 大企業などは改革しにくい。大企業は株主など多くの利害関係者が絡んでいる。

• 途上国死活問題 途上国は、かつて資源を使いつぶして成長した先進国との比較において不平
等さを感じている。

〇代替性問題

• 地熱などの資源のある一部の国を除いて再生可能エネルギー発電は難しく、火力発電に頼らざるを得ない
ため。

〇自分だけやっても問題

• 一私人・一企業・一国が対策をしたところで。

• 大きな問題であるがゆえに、人任せ・国任せになってしまいがちだから

〇自分の問題ではない問題

• ガスを出す場所とガスを出して得たものを利用する場所が異なる、場所の特定が難しい



水俣病の経験（都合のいい嘘）

奇病・伝染病説（昭和31年） 重金属中毒説（昭和31年・熊
大） 有機水銀中毒説（昭和34年・熊大、昭和34年・厚生省）

→これに対し、様々な説が出された。
爆薬説（昭和34年・日本化学工業協会）
アミン中毒説（昭和35年・東工大教授）

→最終的には、メチル水銀化合物が原因と特定されたが、厚
生省の公式見解が出されるまで、１０年以上かかった。（昭和
43年・公式見解）

（上記のような原因特定の遅れの背景）
・高度経済成長の中、チッソは中心的な企業であった。産業
振興の観点から様々な説が出され、原因の特定を妨げた。


